
 

 

 

第２章   外部評価委員会の評価結果等と土木研究所の対応 

 

 

 第第１分科会 

  プロジェクト研究 

①気候変化等により激甚化する水災害を防止、軽減するための技術開発  

②大規模土砂災害等に対する減災、早期復旧技術の開発    

③耐震性能を基盤とした多様な構造物の機能確保に関する研究        

④雪氷災害の減災技術に関する研究                   

⑤防災・災害情報の効率的活用技術に関する研究    

  重点研究 ８課題                   

 

 第第２分科会 

  プロジェクト研究 

⑬社会資本ストックをより永く使うための維持･管理技術の開発と体系化に関する研究 

⑭寒冷な自然環境下における構造物の機能維持のための技術開発 

⑮社会資本の機能を増進し，耐久性を向上させる技術の開発 

⑯寒冷地域における冬期道路のパフォーマンス向上技術に関する研究 

 重点研究 １６課題   

 

第３分科会 

 プロジェクト研究 

⑥再生可能エネルギーや廃棄物系バイオマス由来肥料の利活用技術・地域への導入技術の研究 

  ⑦リサイクル資材等による低炭素・低環境負荷型の建設材料・建設技術の開発   

 

第４分科会 

 プロジェクト研究 

⑧河川生態系の保全・再生のための効果的な河道設計・河道管理技術の開発   

⑨河川の土砂動態特性の把握と河川環境への影響及び保全技術に関する研究    

⑩流域スケールで見た物質の動態把握と水質管理技術        

⑪地域環境に対応した生態系の保全技術に関する研究            

⑫環境変化に適合する食料生産基盤への機能強化と持続性のあるシステムの構築   

  重点研究 ５課題    
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侵食は、「①－５河川津波に対する河川堤防等の被災軽減に関する研究」において検討しており、

河川護岸ブロック等に対する検討成果が該当します。 
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第１分科会における評価結果と対応 

（プロジェクト名：①気象変化等により激甚化する水災害を防止、軽減するための技術開発） 

 

事前評価（プロ研個別） 

 

「①－６水災害からの復興までを考慮したリスク軽減手法に関する研究」 

 

(1)社会的要請と研究目的 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

・世界における災害数とその被害額は継続的に増加している。特に、災害直後の混乱や無計画な復旧活動によ

る被害の長期化で多くの人命が失われている。 

・従来の一定規模の災害に対する防御のインフラ整備に頼っていた災害対応が、近年の大規模災害を契機に災

害によるある程度の被害が起こることを前提にした視点に変わってきている。 

・我が国において、企業による BCPの促進、地域全体での BCPの取り組み、行政組織の対応に関する事前復興

計画等の取り組みが推進されつつある。 

・特に、社会経済基盤が弱い途上国では、大規模災害時のすみやかな復旧は、コミュニティや場合によっては、

国家全体の浮沈を左右する重大事であり、この視点における事前検討は重要である。 

・本研究では、途上国の脆弱地域において将来の気候変化を踏まえて現在の整備基準を超える洪水災害を前提

に、避難、緊急復旧の時間経過に即した対策を大規模洪水危機管理計画(案)としてまとめることを目指す。 

 

【評価結果】 

社会的要請に対する認識と、社会的要請に対する研究目的の設定は

適切である ☆☆☆☆☆☆☆☆ 

 特に社会的要請が高い ☆☆ 

不適切な部分がある  

不適切である  

 

委員からのコメント 

1)国の内外にかかわらず、共通の要請である（特に社会的要請が高い）。 

2)世界的に想定規模を超えた洪水災害の発生に対する研究の必要性は高い（（特に社会的要請が高い）。 

 

(2)土研実施の必要性 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

・■ その他 

・ICHARM は途上国向けハザードマップ研究やリスク評価の海外の水災害対策の研究蓄積がある。また幅広い国

際ネットワークなど研究枠組みを構築することが容易。 

・対象が海外への貢献であるため国総研の活動目的と異なり、途上国への貢献を目的とした本研究は営利を伴

わないため民間業者では実施しない。 

・以上から ICHARM が本研究を行うことができる唯一の機関である。 

 

【評価結果】 

土研実施の必要性に対する認識は

適切である ☆☆☆☆☆☆☆☆ 

不適切な部分がある  

不適切である  
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委員からのコメント 

1)他に適切な研究機関がない。 

2)ICHARM の MISSION として当然である。 

(3)研究の位置づけと技術的課題 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

・地域での BCP の取り組みは、我が国でも特定分野で取組まれているのみで、地域全体での取り組みは、よう

やく一部で見始めたところであり、海外では事例がない。 

・我が国では、河川堤防決壊時の緊急復旧シミュレーション、佐賀平野の大規模浸水危機管理計画、東日本大

震災後の土木学会の提言などがある。 

・水災害に対するシミュレーション技術および対策技術は従来の土木研究所の技術が活用可能。 

【評価結果】 

研究の位置づけと技術的課題に対する認識は

適切である ☆☆☆☆☆☆☆☆ 

不適切な部分がある 

不適切である 

委員からのコメント 

1)大規模スケールでのシミュレーション等はわが国では欠けていた点であり、適切である。 

2)地域の特徴を考慮した研究が必要である。 

(4)本研究で得られる具体的な成果 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

・① モデル地域での避難誘導、応急復旧対策等を検討した『大規模洪水危機管理計画(案)』作成 

・② 他地域への適用の視点を加えた『地域 BCP 作成マニュアル』作成 

【評価結果】 

達成目標の内容は

具体的で適切である ☆☆☆☆☆☆ 

抽象的または不適切なものがある ☆☆ 

計画全体に見直しが必要である 

委員からのコメント 

1)目標の設定がよく練られている（「具体的で適切である」と回答いただいた委員より） 

2)政治特性、国民性、技術など日本のようにいかないことが多い。その理解から丁寧にスタートしてほしい。 

対応 

1)現地調査においては、現地関係者と十分な協議を行い、現地の地理的、社会的実情を十分に理解した上で

の研究の遂行を行う予定です。 

(5)研究内容

【研究責任者の認識・研究内容等】 

・現在までに整理した先進事例、過去の水害の分析をもとに、モデル地域をフィリピン国パンパンガ川流域の

カルンピット市として選定し、以下のような活動を進める。 

１）モデル地域における活動および検討 
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i. 過去の水害時における被害分析 

ii. 現在の計画上の水害の想定と、気候変動下での想定水害からの外力の設定 

iii. シミュレーションの実施 

iv. 地区ごとの避難、誘導、避難所検証 

v. 緊急復旧シナリオ設定、検証（破堤地点、重機、土嚢輸送） 

vi. ワークショップ開催による地域の意見聴取 

vii. 大規模洪水危機管理計画(案)の作成 

２）水災害からの復興を考慮したリスク軽減手法に関する検討 

i. 総合的リスク評価 

ii. 地域への説明 

iii. 他地域への適用の視点を加えた「地域 BCP 作成マニュアル」作成 

iv. その他普及活動による国際貢献 

これらの活動を通じて、時間経過に即した被害最小化、復旧の効率化の緊急時の対応を事前にシミュレーシ

ョンして、すみやかな復旧を実現できる準備体制を整備する。この事例を通じて他の地域での取り組みの可能

性を整理して、事前の対策の重要性を整理し、今後の普及に活用する。 

 

【評価結果】 

研究内容は

適切である ☆☆☆☆☆☆☆☆ 

 特に優れている ☆ 

不適切な部分がある  

不適切である  

 

委員からのコメント 

1)他地域も考えられているが、具体的名も知りたい。 

 

対応 

1)他地域としては、まずはブラカン州のカルンピット市だけでなく、パンパンガ州のグアグア市を視野に入

れております。グアグア市にも今年 3月に現地自治体との協議及び現地調査のために訪問しましたが、最

終的にグアグア市は土砂災害の影響が大きいことから見送り、まず最初のスタディーとしては洪水氾濫の

みの影響が大きいカルンピット市を選定しました。最終的には、グアグア市をはじめとした周辺地域、お

よび他のアジア諸国の地域を検討しております。 

 

(6)研究の年次計画 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

・① モデル地域における活動および検討（H26-27） 

（シミュレーション、シナリオ検討、危機管理計画案の作成） 

・② 水災害からの復興を考慮したリスク軽減手法に関する検討（リスク評価、「地域 BCP 作成マニュアル」作

成（H26） 

 

【評価結果】 

研究の年次計画は

適切である ☆☆☆☆☆☆☆☆ 

見直しが必要である  
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委員からのコメント 

1)2 年間で十分な成果が出るか？ 

 

対応 

1)対象地域では、既に ICHARM として洪水氾濫解析に取り組んできた実績があり、現地の自治体とも良好な

協力関係を築いてきました。これらの実績を活用して、本計画については、2年間で取り組む予定です。 

 

(7)予算 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

・H26  20,000 千円 

・H27  10,000 千円 

 

【評価結果】 

予算の規模・使途は

適切である ☆☆☆☆☆☆ 

見直しが必要である  

判断材料が不足している ☆ 

 

 

(8)実施体制 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

・モデル地域の行政機関（フィリピン天文気象局、サンフェルナンド市）････現地の既存計画とデータ提供等

における連携 

・（独）国際協力機構(JICA)･･･過去のプロジェクトとの連携 

・地元の研究機関（フィリピン大学、アテネオ・デ・マニラ大学）･･･現地の既存の研究との連携 

 

【評価結果】 

実施体制は

適切である ☆☆☆☆☆☆☆☆ 

見直しが必要である  

 

委員からのコメント 

1)国内との共同研究は考えられていない？ 

 

対応 

1)国内においても、関係する行政及び研究機関との議論を行いながら、進めていく予定です。 

 

(9)成果普及方策 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

・他地域への検討の視点を加え、『地域 BCP 作成マニュアル』として取りまとめ、今後の国際実践活動の資料

として普及・活用する。 

・今後の ICHARM 現地実践活動（創生プログラム、ADB プロジェクト等）での普及活動 

・JICA への働きかけで、今後の活動での活用を図る。 

・ESCAP/WMO 台風委員会、IRDR などの国際会議で紹介 

・各種国際学会における発表 
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【評価結果】 

成果の普及方策は

適切である ☆☆☆☆☆☆☆☆ 

見直しが必要である  

 

(10)総合評価 

【評価結果】 

総合評価 

実施計画書に基づいて実施 ☆☆☆☆☆☆☆☆ 

 特に優れている ☆ 

上記指摘に基づいて実施計画書を修正した後、実施  

重点研究に変更して実施  

基盤研究に変更して実施  

実施しない  

 

委員からのコメント 

1)現地に定着させる方策をぜひ検討してほしい。開発途上国へ普及させる方策も同時に検討してほしい。開

発途上国から学ぶこともあるだろう。 

2)個々の更なるブラッシュアップが望まれる。 

3)「復興まで」という文言の具体化について、難しいとは思いますが、期待しています。 

 

対応 

1)現地のニーズを踏まえた研究開発に留意し、現地に定着可能な成果の創出を目指します。 
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した大規模地震時の挙動・損傷分析を行った。さらに、

RC 橋脚や橋台の橋座部のせん断破壊に対する応急復旧工法を提案するとともに、提案

した橋座部の応急復旧工法の効果を実大供試体を用いて実験的に検証した。また、

  ②トンネルについては、新設の山岳トンネルにおける耐震対策フロー（案）の作成を検討した。

 ③盛土については、
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H26

Teruyoshi Takahara, Atsuhiko Kinoshita, Tasuku Mizutani, Tadanori Ishizuka, Tetsuya Ishida, Soichi 
Kaihara, Hiroshi Asahara 2014 Analysis of Ground-vibration induced by the sediment disaster on Izu 
Oshima, Tokyo in October 2013 European Geosciences  Union General Assembly 2014 
A.Sugiura, S. Fujioka, S. Nabesaka, T. Sayama, Y. Iwami, K. Fukami, S. Tanaka and K.Takeuchi (2013) 
Challenges on modelling a large river basin with scarce data: A case study of the Indus upper catchment. 
MODSIM2013, 20th International Congress on Modelling and Simulation. Modelling and Simulation 
Society of Australia and New Zealand, December 2013, pp. 2346–2352. ISBN: 978-0-9872143-3-1.  

Ai SUGIURA：Opportunity of water reuse in rice production in the Bengawan Solo river basin and impact 
of flood vulnerability, DFG/ICSU/ISSC Young Scientists Networking Conference on Integrated Science 
discussing the Future Earth theme Food Futures, 2013 
Y. Kwak & Y. Iwami: Nationwide Flood Inundation Mapping In Bangladesh By Using Modified Land 

Surface Water Index, ASPRS 2014 Annual Conference Proceeding paper (published) 
・Y. Kwak, A. Yorozuya, Y. Iwami, J Park: DETECTION OF BUILDING LOSS IN HIGH RESOLUTION 

COSMO- SKYMED MULTITEMPORAL IMAGES: APPLICATION TO 2011 GREAT EAST JAPAN 
EARTHQUAKE AND TSUNAMI, the 32nd annual IGARSS symposium 2014, IEEE Geoscience and 
Remote Sensing Society   (submitted) 
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第１分科会における評価結果と対応 

（プロジェクト名：⑤防災・災害情報の効率的活用技術に関する研究） 

 

事前評価（プロ研個別） 

「⑤－１防災災害情報の有効活用技術に関する研究」 

 

(1)社会的要請と研究目的 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

激甚化・多様化する自然災害の防止・軽減の一方策として、防災・災害情報が効率的に活用される必要がある。 

特に、洪水・土砂災害の要因は事前の降雨が大きなウェイトを占めており、発災までにある程度の時間が確保

できるため、発発災前に様々な情報を活用することで災害被害を軽減できる可能性が高くなる。 

しかし、防防災・災害情報は、気象・水文情報、気象警報、洪水予報、近隣の市町村の被害状況、住民からのメ

ールやツィッターからの通報など多多種多様かつ時々刻々と変化し、これらを効率的に活用することが求められ

る。 

市町村は、災害時には時々刻々と変化する情報を活用し、被害軽減のためにそその都度住民が最適な行動をとる

ための判断をし、住民に情報を提供し続ける必要があり、非常に重要な任務を負っている。 

しかしながら、市町村防災担当部局の多くは、担担当人員が少ないうえ、必ずしも防防災経験や知識の詳しい者が

いるとは限らず、災害時に多種多様な情報を効率的に活用するためには、何らかのガイドラインが必要である。 

平成 26年 4月には「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（案）」（内閣府）が制定されるな

ど、各市町村で避難勧告基準の整備が進められているが、客客観的な判断基準を持っている市町村はまだ 7割弱

である（平成 24年 11月現在・消防庁調査）。 

また、空振りを恐れるためか、適適切なタイミングで発令されているとは言い難い事例が今年度続いている。（7

月 28 日山口・島根豪雨、8月 11 日仙北市、10月 16 日伊豆大島など） 

また、上記ガイドラインにおいては、判断基準については「総合的な判断を行う」と明記されており、マニュ

アルだけでは、判判断に迷う市町村職員の最終的な後押しにならない可能性がある。 

上記背景をもとに、本研究では、防災・災害に係る基礎情報を活用した、防災担当者がわかりやすい洪水リス

クの表現方法の検討を行う。 

併せて、洪水の状況に応じた災害対応に資するための情報の収集・活用手法の検討を行う。  

 

【評価結果】 

社会的要請に対する認識と、社会的要請に対する研究目的の設定は 

適切である ☆☆☆☆☆☆ 

 特に社会的要請が高い ☆☆☆☆ 

不適切な部分がある  

不適切である  

 

委員からのコメント 

1)これまで検討例の少ない（ない？）市町村防災担当者と中小河川を対象とする研究であり、社会的要請は

特に高いと考えられる。 

 

対応 

1)研究のターゲットを明確にし（防災担当者と中小河川）、社会的要請を踏まえながら研究を推進する。 

 

 

(2)土研実施の必要性 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

土木研究所には、洪水・土砂災害の研究に関して、長年の研究およびデータの蓄積がある。 

特に、水災害研究グループでは、降雨流出から洪水氾濫までを流域一体で解析するモデルとして降雨流出氾濫
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(4)本研究で得られる具体的な成果 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

・洪水状況に応じた情報の収集・活用手法ガイドライン（仮） 

 

【評価結果】 

達成目標の内容は 

具体的で適切である ☆☆☆☆☆ 

抽象的または不適切なものがある ☆☆☆ 

計画全体に見直しが必要である  

 

委員からのコメント 

1)「…ガイドライン」は研究内容の②に対応する成果ではないか？①に対応する具体的成果のイメージも必

要。 

2)具体化しにくいのは理解する。具体的で有効な成果を期待する。 

 

対応 

1)①で検討した「わかりやすい洪水リスクの表現」は、②のガイドラインの内容として反映させるようにす

る。 

2)災害経験の乏しい自治体担当者にもわかりやすい成果を目指すこととする。 

 

 

(5)研究内容 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

・本研究の内容は以下の通り。 

①防災・災害に係る基礎情報を活用した、防災担当者がわかりやすい洪水リスクの表現方法の検討 

 特に自治体が重視している「レーダ雨量」や「上流ダム情報」など基礎情報を活用するべく、降雨流出氾濫モ

デルを活用した短時間（2，3時間）水位予測を行い、洪水リスクとして表現可能かを検討する。 

②洪水の状況に応じた災害対応に資するための情報の収集・活用手法の検討 

①と併せて、時々刻々変化する洪水の状況に応じて、防災担当者が災害対応を可能とするための情報の収集・

活用手法について、平成 21年に兵庫県佐用町で発生した水害対応などを事例として検討し、手法の開発を行う。 

 

【評価結果】 

研究内容は 

適切である ☆☆☆☆☆☆☆ 

 特に優れている ☆ 

不適切な部分がある  

不適切である  

 

委員からのコメント 

1)研究の指向と手法は適切である。 

 

対応 

1) 洪水リスクの表現方法の検討を進めながら、情報の収集・活用手法の検討を進めることとする。 
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(6)研究の年次計画 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

 

項目 26 年度 27 年度 

①防災・災害に係る基礎情報を活用した、防災担当者がわか

りやすい洪水リスクの表現方法の検討 
◎ 〇 

②洪水の状況に応じた災害対応に資するための情報の収集・

活用手法の検討 
〇 ◎ 

予算（要求額）（千円）*6 20,000 15,000 

 

 

【評価結果】 

研究の年次計画は 

適切である ☆☆☆☆☆☆☆☆ 

見直しが必要である  

 

委員からのコメント 

（特になし） 

 

対応 

（特になし） 

 

 

(7)予算 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

 

項目 26 年度 27 年度 

①防災・災害に係る基礎情報を活用した、防災担当者がわか

りやすい洪水リスクの表現方法の検討 
◎ 〇 

②洪水の状況に応じた災害対応に資するための情報の収集・

活用手法の検討 
〇 ◎ 

予算（要求額）（千円）*6 20,000 15,000 

 

 

【評価結果】 

予算の規模・使途は 

適切である ☆☆☆☆☆☆ 

見直しが必要である  

判断材料が不足している ☆☆ 

 

委員からのコメント 

（特になし） 

 

対応 

（特になし） 
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(8)実施体制 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

・最近 10年未満に洪水災害で被災した市町村と連携し、開発する手法の実験・検証を行う。 

 

【評価結果】 

実施体制は 

適切である ☆☆☆☆☆☆☆ 

見直しが必要である ☆ 

 

委員からのコメント 

1)防災科研等とのシステムのすりあわせが必要ではないか？ユーザー（自治体）が悩んでしまうのでは？危

惧する。 

 

対応 

1)情報の提供方法に関しては、独自に開発するのではなくて、防災科研のシステムなど、既存のシステム利

用を予定しているため、すり合せは実施する。 

 

 

(9)成果普及方策 

【研究責任者の認識・研究内容等】 

各種学会（日本自然災害学会、日本災害情報学会、土木学会あるいは海外の学会など）での適宜発表 

防災担当者の判断を助ける「洪水状況に応じた情報の収集・活用手法ガイドライン（仮）」の無償公表 

「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」（内閣府）への反映 

 

【評価結果】 

成果の普及方策は 

適切である ☆☆☆☆☆☆ 

見直しが必要である ☆ 

 

委員からのコメント 

1)モデル市町村への実装を期待したい。 

 

対応 

1)最近洪水被害を受けた市町村と連携し、実際にモデル市町村での試験適用を検討する。 

 

(10)総合評価 

【評価結果】 

総合評価 

実施計画書に基づいて実施 ☆☆☆☆☆☆☆ 

 特に優れている ☆ 

上記指摘に基づいて実施計画書を修正した後、実施  

重点研究に変更して実施  

基盤研究に変更して実施  

実施しない  
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委員からのコメント 

1)中小河川の基礎データの整備そのものが不十分である。実行可能性や成果が挙げられるのか、検討が必要

であるように思われる。 

2)この成果の英語版マニュアル化、普及書（英文）等を開発途上国向けに出す。 

 

対応 

1) 中小河川における基礎データ（種類、頻度、伝達方法など）の状況を調査し、水位予測モデルの適用可

能性・実行可能性について検討を行いながら研究を進める。 

2)開発途上国においては、国によって短時間水位予測に必要なデータに制約が多いことが予想され、本研究

で開発する方法がそのまま適用可能かは検討の余地があり、このことを踏まえて対応を考えていく。 
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第２分科会の主な意見と対応 

 

重点研究 

 

課題名：道路土工と舗装の一体型設計に関する研究（事前評価） 

 

【委員からのコメント】 

1)現地試験施工は重要な意味をもってくると思われるので適切な管理の下、実施して欲しい。 

2)一体型設計するメリットは何か。場合によっては初期コストが高くなる場合もあるのではないか。 

【対応】 

1)現地試験施工は実用化を検討する上でも重要な意味をもつので、適切な管理の下、実施する予定である。 

2)一体型設計することにより舗装と土工のバランスの取れた設計を可能とし、コスト縮減を期待するもので

ある。また、高い道路交通性能を満足するためには初期コストが従来の設計法を用いた場合を上回る場合

もあると考えるが、舗装等の改修工事間隔が長くなる等、長期間で比較するとコスト縮減につながるもの

と考えている。  

 

 

課題名：構造の合理化・多様化に対応した鋼橋の部分係数設計法に関する研究（事前評価） 

 

【委員からのコメント】 

1)実橋からのデータ収集は土研らしいが、研究内容が大学でやるべきであるようなイメージ。 

2)構造の多様化とは何に対するものか明確にする必要があるのでは。 

3)津波の外力の取り扱いは？ 

【対応】 

1)現行設計基準や設計実務への整合を踏まえつつ、設計法の提案を行うものであり、土研で行う必要のある

研究と考えている。 

2)コスト縮減の観点から、道路橋の建設にあたって基準に規定されていない材料や構造等、合理化を目指し

た様々な新技術が提案されてきており、これらに対する設計法の検討という意味で、課題名に付けたもの

である。今後、研究を進めていく中でわかりやすく説明するように努めていきたい。 

3)本研究では直接扱うことは考えていない。ただし、横方向の作用力に対する上部構造の立体的な挙動につ

いては評価を行っていきたいと考えている。 
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課題名：塩害橋の再劣化を防止するための維持管理技術に関する研究（事前評価） 

 

【委員からのコメント】 

1)電気防食実施後の維持管理手法をどのように提示していくか。 

2)項目①「再劣化機構」については原因の分類をしっかりして頂きたい。 

 例えば，原因→電防の寿命を放置（陽極の劣化） 

       →そもそも効いていない（外力が強すぎ） 

       →そもそも効いていない（設置上の不具合） 

       →その他  など 

【対応】 

1) 電気防食実施橋梁における維持管理データを整理、防食効果等の結果と比較検討し、現行の維持管理手

法の改善点を明確にした上で，電気防食施工後の再劣化を防止するための効果的な維持管理手法を検討す

る。 

2) 補修後の劣化状況の確認調査や電気防食を行った撤去予定の PC 橋の解体調査等を実施し，再劣化機構の

解明を行う。 

 

 

課題名：ひび割れ損傷の生じたコンクリート部材の性能に関する研究（事前評価） 

 

【委員からのコメント】 

1) PC，RC の特徴をうまく念頭において欲しい。 

2)類似の研究は，内外で実施されていないのでしょうか。過去の知見から何を新しく追加して研究していく

のかを知りたい。 

【対応】 

1)本研究の着目点は，実橋でしばしば見られる PC 橋のひび割れ損傷であるが，実験や解析で得られた知見

により，RC橋への影響についても整理したい。 

2)PC 橋桁端部の水平ひび割れを模擬した研究はあまり事例がなく，本研究では，このひび割れがせん断耐力

などに及ぼす影響を明らかにする予定である。 
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課題名：凍結防止剤散布作業におけるオペレータの現地状況判断支援技術に関する研究（事前評価） 

 

【委員からのコメント】 

1)オペの判断によって散布された量が記録に残るような仕組みも必要では→メンテナンスサイクル的に（散

布量は劣化予測に直結） 

2)オペ育成の具体的教育フローがあると良い 

3)オペの確保は重要な課題．散布する／しないという判断においては何が正しいか現在の研究成果も考慮し

支援システムの構築を考える必要がある 

4)現地試験の必要性あり．適切な管理の下実施して欲しい． 

5)熟練オペは的確な判断をしていると考えているが不十分な点もあると考えられるので，このことも含めて

検討 

6)吹雪の中での除雪などの方が熟練が必要となっている．なぜ塩散布を対象としたのかを説明して欲しい． 

7)作業をマニュアル化することは良いことだと思われるが，オペのトレーニングが必要で熟練度に応じた発

注が必要？ →資格制度を作ったら？ 

【対応】 

1)指摘を踏まえて研究を実施する． 

2)本研究の成果が教育フローの作成にも資するものと思料． 

3)路面すべり抵抗モニタリング技術などの既往研究成果を活用し散布判断の適否評価を実施する． 

4)研究年次の後半で現道試験を予定している．適切な管理の下に実施する． 

5)指摘を踏まえて研究を実施する． 

6)除雪作業に関しては，GPS を活用した構造物位置と走行軌跡の確認，各種センサによる障害物検知とブレ

ード上下操作の自動化などの研究開発が行われているところ．他方，凍結防止剤散布の現場での判断を支

援する技術開発には未着手であり，現場のニーズも高いことから本研究を立ち上げた． 

7)発注方法，資格制度は行政マターであるが，本研究成果はそれらの検討にも資するものと思料． 

 

 

課題名：公共事業における景観検討の効率化に資する景観評価技術に関する研究（事前評価） 

 

【委員からのコメント】 

1) 歩き易さ、ドライブし易さなども内在しているのか。 

2) 面白い研究かと思われるが、成果に基づいて公費を使うには、相当の説得力が必要ではないか。 

3) ドライバーから見た景観を重要視した理由を説明して欲しい。ドライバーから見た景観は、公共事業で

はなく地域計画あるいは地域行政ではないか。この場合、景観評価技術よりも合意形成が重要。 

【対応】 

1) 景観評価の方法は画像提示による視覚的評価が主となるが、快適・不快、好き・嫌いといった空間の総

合評価には、歩きやすさや運転のしやすさといった評価軸が内包されているものと考えられる。 

2) 国交省の「景観検討の基本方針（案）」に基づく景観検討では、景観整備内容を適切に予測・評価し、そ

の結果を事業の各段階に反映することが求められているが、現場で使える評価技術がないことが課題とな

っている。本研究では、現場レベルで採用できる簡易な評価技術の提供により、多大な費用や時間をかけ

ることなく、適切かつ効率的に景観評価を実施するための技術支援を行うものである。成果の適用は、現

場でできる範囲での一般的な水準の景観検討を想定しており、標準的な検討の枠内で活用が可能と考える。 

3) 説明資料に用いた画像に偏りがあったため、誤解を招いたものと思われるが、本研究では公共事業全般

に使える汎用的な評価技術の確立をめざしており、評価の対象も道路、街路、公園、河川等の様々な事業

を想定している。本研究によって公共事業の担当者が現場レベルで採用できる簡易な評価技術を提供し、

社会資本の品質向上はもとより、関係者間の合意形成にも寄与すると考えている。 
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課題名：盛土施工の効率化と品質管理向上技術に関する研究（事後評価） 

 

【委員からのコメント】 

1) 土木学会年次学術講演会は査読無し論文ではなく、口頭発表とすべき。 

2) 適切な計画変更と思われる。 

【対応】 

1) 土木学会年次学術講演会も成果の公表の一環ではあるが査読無し論文ではないため、今後、適切な記載

に改善する。 

2)了解。 

 

 

課題名：流水型ダムのカーテングラウチングに関する研究（事後評価） 

 

【委員からのコメント】 

1)3 次元解析の結果をもっと示して欲しい。 

【対応】 

1)分科会では説明時間が短かったため 3 次元解析の結果をあまり示すことができませんでしたが、終了課題

報告書には 3次元解析の結果を示している。 

 

 

課題名：ＩＣＴ施工を導入したロックフィルダムの施工管理方法の合理化に関する研究（事後評価） 

 

【委員からのコメント】 

1)海外発表も欲しい。 

2)所定の研究成果を得ている。 

3)新設ダムがあまり多くない中で施工管理に関する研究の必要性がどれほどあるのか説明する必要はない

か？ 

4)ICT 施工のメリットが見えないのですが、ICT の効用を明確にしてほしい。 

【対応】 

1)研究成果の海外への論文投稿を検討したい。 

2)今後は成果の普及に努めたい。 

3) ダムは大規模かつ重要な構造物であるため、今後とも施工管理の合理化等に関する研究は重要と考えて

いますが、今後の論文投稿等による成果の普及の際には、頂いたコメントに関してわかりやすく説明した

い。 

4) 分科会では説明時間が短かったため ICT 施工のメリットについては十分触れませんでしたが、今後の論

文投稿等による成果の普及の際には、頂いたコメントに関してわかりやすく説明したい。 
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課題名：道路ユーザーの視点に立った舗装性能評価法に関する研究（事後評価） 

 

【委員からのコメント】 

1)サービスレベルを示す荷物のイタミ、事故、建物の振動、速度など、主観的評価以外のものも加えると良

かったと思う。このままでは、単なるアンケート評価になってしまう。 

2)3500 万円もかけて口頭発表 4本とは無駄 

3)この種の研究は既存研究がすでに多く成果が出されている。これらの成果との差異はどの点か明確化すべ

き。評価法のみで終了するのではなく、どのように維持管理に役立てるか考えるべきである。 

【対応】 

1)建物の振動や走行速度も分析しているがサンプル数が少ない。今後、次期課題として取り上げていきたい。 

2)口頭発表だけでなく舗装の維持管理現場での適用に主眼を置いており、土木技術資料（平成 26年 10 月号

掲載予定）の他、土木研究所資料に成果を取りまとめ、現場で反映されるように広く公開したい。 

3)これから執筆する報文等で既往の研究との差異を明確に示したい。また、今後の維持管理において、最終

的に性能評価落札方式の維持修繕工事の要求性能に本研究成果を反映する予定である。 

 

 

課題名：塩害橋の予防保全に向けた診断手法の高度化に関する研究（事後評価） 

 

【委員からのコメント】 

1)初期品質とは水セメント比のみか。養生や施工品質も考えられるが、これらはパラメータ化されているか。 

2)塩分濃度は，騒音や振動などのように時間とともに変化するもののように思われるので，常時観測をして

実効値をとるような工夫は必要ないか。 

【対応】 

1)表面の劣化に伴い、塩害が進行するため、水セメント比もあるが、それ以外に初期品質や養生の要因も必

要と考えている。水セメント比以外は具体的な数値を示していないが、状況に応じて係数を変えることを

提案している。 

2)今後，継続して塩分濃度を調査する予定である。  

 

 

課題名：構造合理化に対応した鋼橋の設計法に関する研究（事後評価） 

 

【委員からのコメント】 

1)構造合理化という表現がピンとこない。 

2)部分係数を用いるメリットは？ 

3)海外発表は？ 

【対応】 

1)コスト縮減の観点から、橋を構成する部材の簡素化等により鋼重や工数の低減を図ることを意味している。

新技術を採用したこのような構造の建設事例が増えてきており、本研究ではこれらの構造への適用を踏ま

えた設計法の検討を行ったものである。 

2)性能照査型設計法を実現する手段として、荷重-抵抗間で確保すべき安全余裕に関して、不確実要因毎に

信頼性に基づく部分係数を導入することにより、より信頼性の高い合理的な設計につながると考えている。 

3)研究成果の対外発表は積極的に行ってきているが、今後、海外発表にも努めたい。 
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課題名：既設鋼道路橋における疲労損傷の調査・診断・対策技術に関する研究（事後評価） 

【委員からのコメント】 

1)疲労損傷という用語に違和感あり。 

2)発生傾向の調査では損傷の卓越部位など整理はなされたか？ 

3)海外発表は？ 

【対応】 

1)ご指摘の用語については違和感もあるかもしれないが、疲労に起因する損傷という意味で一般的な表現を

用いたものである。 

2)データ数は少ないが、損傷の卓越部位については整理を行っている。 

3)研究成果の対外発表は積極的に行ってきているが、今後、海外発表にも努めたい。 

課題名：非破壊検査技術の道路橋への適用性に関する調査（事後評価） 

【委員からのコメント】 

1)重要テーマであり、実橋でのデータを集積してデータベースを作るべき。 

2)種々の機関との連携を進めてもらいたい。 

【対応】 

1)実橋でのデータについては集積していきたいと考えている。 

2)既に関係機関と連携してきているが、引き続き別の研究課題の中で連携して進めていく予定である。 

課題名：積雪寒冷地における既設 RC床版の損傷対策技術に関する研究（事後評価） 

【委員からのコメント】 

1)既往の研究に対して何が目新しいのか。 

2)積雪寒冷地であることの特殊性は何か。 

3)対策工の範囲についての判断は明確となっているのか。 

【対応】 

1)提案の対策工に関して、水、凍結融解作用に対する耐久性を確認するとともに、施工方法まで含めたとり

まとめを行った。 

2)床版上面への長期滞水や凍結融解作用の影響が大きいことである。 

3)適切な施工(例えば、WJの水量・水圧等)により、確実に劣化損傷部の除去が可能となることを確認してい

る。 

課題名：氷海の海象予測と沿岸構造物の安全性評価に関する研究（事後評価） 

【委員からのコメント】 

1) 氷の動きの将来の予測等不確定性の強いことも考慮する必要がある。

2) 「寒地」という言葉にとらわれず、海氷だけでなく全地球レベルで気候変動を研究されては如何か。

【対応】 

1) ご指摘の通り、将来の流氷を高精度で予測することは困難であるので、研究成果を実務へ適用する場合

は不確実性を考慮しなければならないと考えている。 

2) 気候変動は重要なテーマであるので、他機関の全球モデルをダウンスケーリングした結果を用いるなど

の研究を考えていきたい。 
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